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特集１：子供のきこえと言葉の発達
きこえと言葉の獲得：難聴の早期診断と早期療育の必要性
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はじめに
言語の獲得には臨界期があり，難聴が早期に診断され
ずに療育が遅れると，言語の発達をはじめ，認知や社会
性など様々な面での発達が遅れると言われている１，２）。
そのため難聴の早期診断と早期療育が重要である。本稿
では難聴の早期診断と早期療育に対する徳島県の取り組
みについて概説する。
乳幼児期の言葉の獲得
乳幼児は周囲からの絶え間ない語りかけから，言葉を
聞き取り，知識として脳に蓄えていく。つまり，言葉の
獲得には耳から得る聴覚情報が不可欠となる。難聴があ
ると耳からの聴覚情報が不足し，言葉の獲得が遅れるこ
とから，難聴の早期の診断と早期の療育が重要である。
言葉の獲得には臨界期があるため，難聴を早期に診断し
て早期に補聴器を装用して聴覚補償を行い，聴覚学習を
行うことが重要である。
新生児期から思春期頃までの脳の重量と言葉の獲得に
は関連がある（図１）。出生直後の脳の重量は３５０gしか
ないが，生後約２年で急激に重量を増し，その後増加は
緩やかになり，成熟すると１３５０gほどに達する。言語獲
得には脳の発達の著しい２歳頃までの時期が重要で，こ
の時期を逃さずに難聴児に言葉を獲得するための学習を
開始するべきである２）。
難聴児の言語獲得
言葉の習得能力を器の容器に例え，周囲からの言語刺
激を雨に例えると，聴力が正常である児（以下，聴児）
も難聴児も同程度の容積を持つが，難聴児は難聴のため
間口が狭いので，聴児に比べて言語刺激が入りにくい。
そのため容器がいっぱいになりにくい（図２‐１）。間口
を広げると雨は入りやすくなるので，難聴児に対して補
聴器や人工内耳を装用させて間口を広げると，言葉が聞
こえやすくなる（図２‐２）。ただし，間口を広げても聴
児と同じだけの間口にはならないため（図２‐２），容器
を雨で早く満たすためには雨の量を増やす必要がある。
すなわち難聴児に言語獲得を促すためには，補聴器や人
工内耳を装用して聴覚補償を行い，十分な聴覚学習を継
続する必要がある（図２‐３）３）。
難聴児の早期診断と早期療育
両側の中等度～高度難聴児は出生１，０００人に１～２人
の割合で生まれる。これは，他の新生児マススクリーニ
ングを施行されている疾患と比べて最も頻度が高い先天
性疾患である（図３）。そのため世界的に新生児聴覚ス
クリーニング（newborn hearing screening : NHS）が行
われている。新生児聴覚スクリーニングでは自動聴性脳
幹反応検査（automated auditory brainstem response：
自動 ABR）と歪成分耳音響放射検査（Distortion Product図１ 脳の発達と言語習得（Lennebergらの図より改変）
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Oto Acoustic Emissions : DPOAE）の２種類の機器が使
用されている（図４）。自動 ABRが標準的であり，感
度は１００％である。一方，DPOAEは自動 ABRと比べ
て安価ではあるが偽陽性率は高く，内耳機能検査のため
内耳より中枢の障害による難聴が検出できない。そのた
め新生児聴覚スクリーニングでは自動 ABRを用いるの
が望ましい。
米国では１９９０年代前半より全出生児に対する新生児聴
覚スクリーニングが開始され，現在は法制化されており，
２００９年には全出生時の９７％が新生児聴覚スクリーニング
を受けている。産科で入院中に新生児聴覚スクリーニン
グを実施し，要再検査（refer）となった後の再検査の
実施も含め，生後１か月までにスクリーニング過程を終
了する。Yoshinaga-Itanoらは，新生児期に難聴を発見
して確定診断を行い，生後６か月以内に療育を開始した
場合，３歳における言語能力が聴児と同等であることを
示した４）。その結果をうけ，米国では「生後１か月まで
に聴覚スクリーニングを受け，生後３か月までに精査機
関で診断し，生後６か月までに聴覚学習を開始する」こ
とが推奨され，「１‐３‐６ルール」と呼ばれている５）。
一方，日本では２００１年より厚生労働省により新生児聴
覚スクリーニングのモデル事業が実施され，２００６年以降
は各自治体に任されている６）。
徳島県における難聴児の診断と療育の問題点と対策
徳島大学耳鼻咽喉科では小児難聴外来を２０００年７月に
開設し，徳島県の難聴児の診断を行うと同時に難聴児の
療育に対する問題点を改善してきた。以前の徳島県では
小児の難聴の診断は各病院で行われ，別々に療育施設で
ある徳島聴覚支援学校へ紹介されていた。そのため，徳
島県の難聴児の把握ができず，十分な支援体制が整って
いない問題点があった。
そこで我々は，徳島大学耳鼻咽喉科の小児難聴外来，
徳島県で唯一の療育施設である徳島聴覚支援学校とその
校医の三者で「徳島県の難聴児を支える連携」を構築し
た。その結果，徳島県では新生児聴覚スクリーニングで
図３ 両側中等度以上の難聴児の出生頻度と他の新生児マススク
リーニングが施行されている疾患との比較
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図２ 言語習得能力と言語刺激（田中らの図より改変）
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要再検査（refer）となった児は，１次精査機関である
４病院で難聴の精査を行う。１次精査機関で難聴が疑わ
れた児は２次精査機関である徳島大学病院耳鼻咽喉科の
小児難聴外来に紹介され，さらに精査を行う。難聴と診
断された児には補聴器を適合し，徳島聴覚支援学校で聴
覚学習を行うことにより言語を獲得させている。徳島県
の難聴児を支える連携により，徳島県では現在，難聴の
診断と療育までがスムーズに行われるようになった（図
５）。
徳島県の新生児聴覚スクリーニング実施施設は，２００４
年では分娩取扱施設３５施設中１１施設（３２％）であり，新
生児聴覚スクリーニングの実施率は出生児の半数以下で
あった。そのため，難聴の診断や補聴器装用が遅れる問
題点があった６）。しかし，２０１３年には分娩取扱施設１９施
設中１６施設（８４％）で実施されるようになった。そのう
ち出産数が多く，低出生体重児などの難聴のハイリスク
分娩を取り扱うことが多い総合病院８施設全てで新生児
聴覚スクリーニングが実施されるようになったため，新
生児聴覚スクリーニングの実施率は上昇している。
さらに我々は，２０１４年に「徳島県の新生児聴覚スクリー
ニングと聴覚障がい児支援のための手引き」を行政と連
携して作成した７）。この手引きでは母子手帳交付時に全
ての妊婦に新生児聴覚スクリーニングの受検を勧めるパ
ンフレットを配布すること，要再検査（refer）となっ
た児を産科から市町村に報告し，確実に１次精査機関へ
受診するよう保健師がフォローアップを行うこと，保護
者の同意を得て１次精査機関へ精査結果の報告を市町村
に行うこと，難聴児の早期診断や早期療育のために，医
療機関や療育機関と連携して支援を行うことなどを記載
した（図６）。
図５ 徳島県における新生児聴覚スクリーニング後の精密検査と
療育への流れ
図４ 新生児聴覚スクリーニングに使用されている機器
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一方，新生児聴覚スクリーニングを合格（pass）した
後に，遅発性に難聴が発症する場合がある。遅発性に難
聴が発症すると難聴の発見や療育開始が遅れるため注意
が必要である８）。英国の報告では，両側難聴の頻度は出
生直後の出生１，０００人に１人から，１０歳では出生１，０００人
に１．５人と増加すると報告されている９）。遅発性に難聴
が発症する原因として，進行性難聴を示す先天性サイト
メガロウイルス感染症や前庭水管拡大症，後発性難聴で
ある髄膜炎後難聴，突発性難聴，薬剤性難聴などがある。
進行性難聴への対策として難聴の進行をきたす前庭水管
拡大症と関連する遺伝子変異である SLC２６A４，KCNQ４，
CDH２３などの検索や，後天性難聴症例に見られる
mitochondrial１５５５A→G変異，３２４３A→G変異などの遺
伝子変異の検索を行うことで，聴力悪化の予測ができる
可能性がある。
このような進行性や遅発性難聴の児を早期に診断する
ためには，乳幼児健診での聴覚スクリーニングが重要で
ある。徳島県では日本耳鼻咽喉科学会福祉医療・乳幼児
委員会の「難聴を見逃さないために：１歳６か月児健康
診査および３歳児健康診査」に基づいて，保護者に聴こ
えの自己検査の用紙を配布し，ささやき声による聴覚ス
クリーニングを勧めている。すなわち保護者が対象児の
後方から無声音で呼びかけ，児が振り返るかを調査する
方法である。しかし，１歳６か月児健診の聴覚スクリー
ニングは保護者が実施するため，正しく実施できている
保護者は約２割に過ぎず，偽陰性が多いことが問題であ
る１０）。徳島県の一部ですでに実施されているように，１
歳６か月児健診の聴覚スクリーニングで言語聴覚士によ
る聴力検査の実施が望まれる。
進行性難聴や遅発性難聴の検出には保護者による児の
音に対する反応や言語発達の観察が重要であるが，音の
反応の悪さや言葉の遅れについて相談したものの，保健
師から様子をみるよう言われたため精査する機会を逃し
た児が認められる６）。言葉の遅れがみられる児は，確実
に精査機関へ受診させるように乳幼児健診を行う保健師
に啓蒙する必要がある。
最 後 に
家族から，小児科医，耳鼻咽喉科医，保健師，保育士
などに「聞き返しが多い」「テレビの音が大きい」「言葉
が遅い」「発音が不明瞭」などの子供のきこえや言葉の
図６ 新生児聴覚スクリーニングと聴覚障がい児支援のための手引き
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発達について相談があった場合には，必ず小児の聴力検
査が可能な耳鼻咽喉科に受診を勧めていただきたい。言
葉の獲得には聴覚が不可欠であることから，難聴を早期
に診断して早期に療育を行うことが必須であり，難聴が
否定されないまま「様子をみる」ことは避けるべきであ
る。
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The role of early diagnosis of hearing loss and early speech and language intervention in
language acquisition in children
Izumi Chida
Department of Otolaryngology, University of Tokushima School of Medicine
SUMMARY
Good hearing is essential for speech and language development. Because of critical period of
language acquisition after birth, the delayed identification of hearing loss in children leads to their
irreversible and permanent impairments in speech, language, and cognitive abilities. Therefore,
the early diagnosis of hearing loss and early speech and language interventions are indispensable in
children with hearing loss.
All newborn infants receive newborn hearing screening in the United States, but not in Japan.
In Tokushima, only a half of newborn infants were screened several years ago. But, nowadays the
screening rate is increasing, because about of８０％ of hospitals and birthing clinics have implemented
the screening protocols.
We created a manual of newborn hearing screening to recommend to mothers that the infants
who do not pass the screening should be referred to a pediatric otolaryngologist for further auditory
tests and that the infants who are given a diagnosis of hearing loss require immediate speech and
language intervention.
Key words : hearing loss, language acquisition, newborn hearing screening, early speech and lan-
guage intervention
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